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物価が高ければ必ず株価は高くなる。利益公式＝売上高（販売数量✕販売単価)−総

費用で判断すれば、物価高による名目値の上昇が企業利益を増加される事は自明だ。

株価予測とは名目値をあてるゲームだ。これは現実の相場にもあてはまる。世界一高

い株価の米国の物価は世界一高い。デフレ時代の日本が世界で最も弱い株価だった。

物価を実物経済価格（CPI)だけを見ても分からない。資産価格も加味すべきだ。人生

で一番高い買物である住宅を入れなければ現実の物価は分からない。                   

米国では普通の人は普通の住宅が買えない。NY連銀のローン延滞率資料を見れば最新

の 30 日新規で見れば、クレジットカードや車が 10%弱なのに対し、住宅ローンは 4％

だ。明確に乖離している。リーマンショック後、揃って 10％超で同じ傾向を示してい

たのとは大違いだ。この違いは母集団の乖離だ。住宅は富裕層しか買えないが、クレ

ジットカードや自動車は誰でも買える。最近の異常な資産格差拡大を考慮すれば、母 

集団の違いが延滞率に現れた。一方日本では大都市のタワーマンションを除いて普通

の人が普通の住宅を買える。この差異を日本がましと捉えるか、日本の物価と株価が

低すぎると見るかは意見が分かれる。しかし、日本政府の意思は明確だ。デフレ脱却

を望む事に、政府と日銀の違いは無い。両者とも世界で唯一インフレを望み、利上げ

を歓迎する。又株高政策を邁進する。NISA や IDECO を拡大するだけで無く、最低賃金

の継続引上げを行い、ガバナンス改革を進め、M&A の自由化を進める。世界中のバー

バリアンが日本にやって来ている。物価と株価の上昇が政府と日銀の意思なら、国策

には逆らうな。NISA の成長枠が無くなる 2028 年には株価は倍になっているだろう

が、物価も又倍となる事を覚悟するしか無い。実質賃金がプラス（フロー）となって

も、普通の住宅（ストック）を買えなければ、生活は苦しいだろう。物価と賃金の好

循環が実現しても、株を持っていなければ米国同様都内に住宅を買えない時代がやっ

てくるのは間違いあるまい。 
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